
様式１

（商法法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

H１６～H１７ しなの鉄道への公的支援 H１６～H１７ （１）　県　⇒　しなの鉄道：１０３億円を出資

（１）　債権の株式化

（２）　減損会計による資産評価の見直し （２）　しなの鉄道の鉄道資産額

（３）　減資 約１３５億円　⇒　約５０億円

　　　　減価償却費

約５億円／年　⇒　約２億円／年

（３）　資本金　　１２６億円　→　２３億円

　　　累積赤字　１１３億円　→　１０億円

・減価償却費が約５億円→２億円に圧縮され、

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在 決算で黒字が出やすくなった。

・コンパクトな会社として再スタートし、５年程度で

累積赤字の解消が可能となった。

うち県職員

H１９．６ 運賃改定 H１９．６ １２．５％の運賃値上げ

うち県職員

うち県職員

60 1,462 38

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）
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しなの鉄道の経営改革方針
１　極限までの自助努力による収支改善
２　１を条件とした上での適正な方法と金額による公的負担
３　１の進捗状況を見極めた上での最小限度の運賃改定

〔監査結果等〕

改革基本方針

改革基本方針及び改革実施プランの概要

　　　　しなの鉄道　⇒　県：１０３億円の貸付金を返還

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔団体の課題〕

　しなの鉄道は、経営改革により様々な増収施策や人件費などのコスト削減に努めてきたが、輸送人員は減少を続けてお
り、今後、老朽化した車両・設備に対する投資も増加することから、６月１日から１２．５％の運賃改定を実施することになっ
た。
　また、しなの鉄道が運賃改定するのにあわせて、JRの乗り継ぎ割り引きも廃止されることになり、利用者にとっては実質
値上げ幅が大きくなる。
　今後、しなの鉄道に対しては、適切な運賃水準の設定と、引き続きの経営努力を求めてまいりたい。
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〔設立の沿革〕

・平成8年4月　　会社設立総会
・平成8年5月　　会社設立登記
・平成9年10月　 営業開始

1,781,950,000
県出捐
率（％）

〔事業執行状況を示す主な指標〕

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

 
・乗車人員　H17 : 10,863,235   H16 : 10,963,258     H15 : 11,252,288 （人/年）

沿線市町、金融機関、交通事業者等

4 4 2

代表取締役社長　井上雅之

企画局交通政策課

代表者

県所管部局
(課)

実　　施　　状　　況

5

設立根拠 　平成８年　商法

団 体 名
(所在地）

しなの鉄道株式会社
（上田市常田１－３－３９）

2,682,166 (2,861,456)

旅客鉄道事業、旅行業、倉庫業、駐車場業、広告業　等

旅客鉄道事業、旅行業、倉庫業、駐車場業、広告業　等

職員の平均年収（千円）

〔具体的な事業内容〕
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17,522 (18,029)
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経常損益 114,378 (△81,186) 事業費

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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